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日 時 
平成２８年８月３日（水） 

１４：００～１６：００ 
場 所 下関市役所新館５階会議室 

委 員 

横山眞佐子委員、宮川雅美委員、藤本由季委員、林陽一郎委員、小川雅美委員、田中義道委員、

今村方子委員、高杉志緒委員、太田英弘委員、若松佐織委員、藤原康子委員、高山剛委員、 

古賀はるみ委員、藤野裕子委員、津守美智代委員、小林淳子委員、 

事務局 

[こども未来部］佐伯部長、木村部次長、川口こども育成課長、田村こども家庭課長、野坂こども保健課主幹、

丹嶋こども育成課長補佐、藤野主査、森本係長、齋藤係長 

[教育部］三好教育政策課長、井上学校教育課長、宇都宮学校支援課長、髙原学校保健給食課長 

資 料 
・（資料１）平成２８年度こども政策関連の主な事業について 

・（資料２）保育士等配置要件の弾力化の取扱いについて 

 

 

○事務局（丹嶋補佐） 

  それでは定刻となりましたので、ただいまから子ども子育て審議会を開催いたします。本日は大変お

忙しい中お集まりいただき誠にありがとうございます。私は本日の司会を務めることになりました、こ

ども育成課課長補佐の丹嶋と申します。よろしくお願いいたします。 

  それでは、議事に入る前に審議会委員の変更がござましたのでご紹介いたします。本年３月末に、前

任の委員が退職したことに伴いまして、本日付けで新たに委員を任命することとなりました。任期は、

下関市子ども・子育て審議会条例第４条に基づきまして、前任者の残任期間となり、皆様と同じ任期と

なります。それでは、一言ご挨拶をお願いします。 

 

○委員 

  突然ではありますが今回の仲間に入れていただくことになりました、よろしくお願いいたします。子

ども・子育て支援ということで、皆様のご意見を伺いながら、私なりに一生懸命考えていきたいと思っ

ておりますので、皆様どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○事務局（丹嶋補佐） 

  ありがとうございました。それでは開会にあたり、こども未来部部長佐伯からごあいさつ申し上げま

す。 

 

○佐伯こども未来部長 

  皆様こんにちは。ただいまご紹介にあずかりました、こども未来部の部長をしております佐伯と申し

ます。本日は委員の皆様におかれましては、お暑い中審議会にご出席いただきまして誠にありがとうご

ざいます。委員の皆様には、平素から本市の子ども・子育て支援政策に対しましてご尽力を賜りました

こと、誠にありがとうございます。 

  さて、本市ではこの子ども・子育て審議会で貴重なご意見をいただきまして、平成２７年３月に“For 

Kids” プラン２０１５を策定し、幼児教育・保育や子育て環境の充実に努めているところでございます。

計画の２年目を迎えまして、新たな事業といたしましては、小中学生を対象に医療費に要した自己負担

の一部を助成する子どもの医療費助成事業や、出産直後の産婦が抱える育児不安等の解消のための産後
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ケア事業、これらをこの１０月からスタートしようとしているところでございます。また、就学前施設

の整備といたしましては、平成３０年４月の開園に向け、幡生ヤード跡地において本庁地区のこども園

整備事業に着手しているところでございます。また、児童クラブの利用者数の増加に対応するために、

専用棟の整備など、ハード事業についても着実に進めているところでございます。 

さて先日、私は市長の国への要望活動に同行いたしまして、厚生労働省及び内閣府に参ったところで

す。こちらのほうでは、この度の組閣で留任なさいました加藤内閣府特命担当大臣に直接お会いするこ

とができまして、大臣に、今年度から始まりました、保育の新制度の中での保育料算定にあたって年収

が約３６０万円相当以下の世帯に対する多子世帯における保育料の算定に係る特例措置についてという

ことで、この更なる拡充を中心にして、少子化対策に対する更なる支援を要望させていただいたところ

です。加藤大臣からは、国においては、財源確保という大きな課題があるということをおっしゃってお

りましたけれども、幼児教育・保育の無償化ということについては自民党の公約でもありますので、是

非検討して、来年度予算の中では何とか少しでも拡充するような方向で摺合せしていきたいというお言

葉をいただいているところでございます。子ども子育て支援をするにあたりましては、多額の費用がか

かるというのは皆さんご存知かと思います。一自治体では財政的に大変厳しい中、昨今では、この子育

て支援の施策は都市間競争のひとつのツールになっているという状況にもなっております。こういった

実態も踏まえまして、国や県に対して今後も積極的に要望活動を行っていきたいと感じたところでござ

います。 

  本日の審議会では、平成２８年度の子ども施策に関する主要な事業と、前回の審議会で皆様に貴重な

ご意見をいただきました保育士等の配置基準の特例についてのご説明をさせていただきまして、各委員

さんのご意見を賜りたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。また、本日はこの後、別

の協議会もございまして長丁場になろうかと思いますけれども、ぜひ皆様のご意見を頂ければと思って

おります。よろしくお願いいたします。 

 

○事務局（丹嶋補佐） 

  それでは、横山会長に審議会の進行をお願いいたします。 

 

○会長 

  皆さん、暑い中お集まりいただきありがとうございます。本当に猛暑が続いていますので、体調に気

を付けられてください。 

  今から、平成２８年度第１回下関市子ども・子育て審議会を始めさせていただきたいのですが、最初

に事務局の方から今日の出席委員さんの状況を教えていただけますか。 

 

○事務局（丹嶋補佐） 

  本日は、委員総数１９名のうち３名欠席で１６名の出席をいただいております。過半数の出席があり

ますので、下関市子ども・子育て審議会条例第６条第３項の規定により、会議が成立していることをご

報告申し上げます。以上です。 

 

○会長 

  それでは今日の進行ですが、お手元に配られている次第に沿っていきたいと思いますが、事前にお届

けしている資料と、本日配付の資料について、最初に事務局から説明をお願いします。 
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○事務局（丹嶋補佐） 

  それでは配布資料の確認をさせていただきます。本日は、事前に配布させていだたきました平成２８

年度実施計画、資料１、そして本日席上配付しております資料２がございます。お手元にない方はいら

っしゃるでしょうか。挙手をお願いしたいと思います。よろしいですか。 

 

○会長 

  それでは早速、最初の議題ですが、平成２８年度こども政策関連の主な事業ということで、事務局の

方から説明をお願いします。 

 

○事務局（藤野主査） 

  こども育成課の藤野です。 

  それでは資料１、「平成２８年度こども政策関連事業」についてご説明申し上げます。 

まず、平成２８年度に策定いたしました「実施計画」については、事前配付させていただいていると

ころです。下関市では、平成２７年３月に、下関市子ども・子育て支援事業計画及び次世代育成支援行

動計画“For Kids”プラン２０１５を策定しました。次世代育成支援行動計画は、次世代育成支援対策

推進法第８条に基づいた市町村行動計画として位置づけられており、「次世代育成支援対策の実施により

達成しようとする目標」及び「実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその実施時期」を定め

るものとされています。別紙【平成２８年度実施計画】は、市町村行動計画の一部で、「次世代育成支援

対策の実施により達成しようとする目標」及び「実施しようとする次世代育成支援対策の内容及びその

時期」を事業単位で示したものとなっており、「市町村行動計画に基づく措置の実施の状況」を公表する

ことを目的に策定したところです。本日は、その実施計画に掲載した各事業のうち、平成２８年度に実

施する、こども政策に関する主な事業について、説明させていただきます。 

資料１の１ページ、事業１「特定教育・保育施設業務」です。 

「特定教育・保育施設」とは、子ども・子育て支援法第２７条において、「市が施設型給付費の支給に

係る施設として確認する教育・保育施設」と定義されおり、保育園、認定こども園、新制度の幼稚園の

こととなります。 

２月に開催した審議会において、予定・見込みとしてご説明した、平成２８年度の利用定員について、

確定内容を改めてご説明いたしますと、平成２８年度の下関市における利用定員は、市域全体で７，１

８２人となっております。次のページには、平成２８年度の量と確保の見込みを掲載しておりますが、

市域全体で量の見込み６，９７２人に対し、確保の見込みは、７，１８２人となり、全体では充足はし

ているものの、３号認定こどもの１・２歳児については、量の見込み１，７２３人に対し、確保の見込

みは１，６６２人となり、６１人の確保が不足しているという見込みとなっております。これについて

は、今後の入園数の実績を注意深く見ていきながら、適切に対応してまいりたいと考えております。 

次に、現在の入園状況が次の表となります。平成２８年７月現在の、市外からの入園児童１５名を除

く「地区別入園充足率」は、市域全体では、１号８２．３%、２・３号は９５．３%となっております。

また、国基準の待機児童数は、長府地区、山陽地区、川中・勝山地区の各地区に２名ずつ、合計６名と

なっています。待機児童の対応についても、各施設の状況を確認しながら調整してまいります。 

次に、今年度の保育所などに対する取組のトピックを１つご紹介させていただきます。６月補正で予

算措置いたしました、「保育所などにおける業務効率化推進事業」でございます。これは、保育所などの
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保育士の業務において負担となっている書類作成などの業務について、ＩＣＴ化を推進し、保育士の業

務負担の軽減を図ることを目的に、園児台帳、指導計画や保育日誌などの機能を持った、保育業務支援

システムの導入に必要な費用の一部を、国と市が補助するものです。対象施設は、保育所、幼保連携型

認定こども園で、補助率は国が４分の３、市が４分の１で、補助額は 1 ヶ所あたり１００万円以内とな

っております。 

次に、「事業２」こども育成課所管の「保育料の多子軽減事業」です。 

子ども・子育て支援法の施行に伴い、特定教育・保育施設等に係る利用者負担＝保育料は、国の定め

る額を上限として、市町村が定めることとされております。下関市においては、国の基準より低い額で

保育料を決定しているところですが、さらに、多子世帯については、市独自の「第２子保育料軽減事業」

や、山口県内で行われている第３子軽減事業である「多子世帯応援保育料等軽減事業」により、さらに、

経済的負担の軽減を図っております。 

具体的には、「事業詳細」欄にありますように、①県事業である「多子世帯応援保育料等軽減事業」は、

平成１９年度から継続実施されている事業で、世帯に２０歳未満の兄姉がいる場合、その兄姉を含めて

第３子以降にあたる子どもの保育料を軽減するものです。３歳未満児である３号こどもは、全額又は１/

２軽減があり、県の補助率は、１/２となっています。なお、平成２７年度からは、３歳以上児にも制度

拡充され、１・２号認定こどもも軽減の対象となっております。１・２号こどもは、１/２又は１/４軽

減があり、県の補助率は１０/１０となっています。 

②次に、下関市の単市事業である「第２子保育料軽減事業」は、平成２７年度から継続実施している

事業で、世帯に、小学校３年生以下の兄姉がいる場合、その兄姉を含めて第２子にあたる、２号・３号

子どもの保育料を軽減するものです。 

平成２８年度の事業費は、約１億４,５００万円で、子育て支援として要望の多い経済的負担軽減を図

ることにより、安心して子どもを産み、育てることができるまちを目指しております。 

  次に、「事業３」こども育成課所管の「地域子育て支援拠点事業」です。 

この事業は、子育て中の親子が気軽に集い、相互交流や子育ての不安、悩みを相談できる場を提供さ

せていただくことで、家庭への子育て支援を充実させることを目的に実施しております。現在、公立園

併設による直営事業が５か所、私立園併設による委託事業が７か所、単独施設による委託事業が３か所

と、こども家庭課が所管しております、ふくふくこども館があり、合計１６か所で実施しております。 

  平成２８年度の事業費は、約１億１，２００万円となっており、本年度は、待機児童がでている地区、

長府地区と豊浦地区の公立園併設の２ヶ所を廃止して通常保育の枠の確保をいたしましたが、地域のバ

ランスを考慮して、山陽地区と山陰地区に１ヶ所ずつ新規のセンターをオープンし、利用者の利便性に

配慮させていただいているところです。 

 次に、「事業４」こども育成課所管の「発達支援機能強化事業」です。 

この事業は、あらゆる状況にある子どもの育ちを支援する体制強化の一環として、障害の疑いのある

子どもに対する専門医による早期診断を行うため、こども発達センター内に設置された発達障害専門の

診療所に対し運営補助を行うことを目的に事業を実施しております。 

  平成２８年度の事業費は、１，６００万円で、社会福祉法人下関市社会福祉事業団が設置する下関市

こども発達センター診療所に対し、運営費の一部を補助することで、支援が必要な児童の初回相談から

診察、福祉サービスの利用援助などを、迅速に支援する療育体制を確保し、福祉の増進及び利用環境の

充実を図っております。 

  次に、「事業５」こども育成課所管の「本庁地区こども園整備事業」です。 
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この事業は、従前から計画しておりました、老朽施設の更新やより適正な保育集団の確保と新たな子

育て環境の提供を目的に、本庁地区の公立園である、高尾保育園、大坪保育園、千草保育園、生野幼稚

園４園を統廃合し、子育て支援センターと児童発達支援の機能を付加した本庁地区こども園を、幡生に

整備する事業です。事業は、平成２７年度に実施設計等を行い、本年度は用地買収をへて、建設工事に

着手し、平成３０年度に供用開始を目指しております。 

平成２８年度の事業費は、３億２，９００万円となっており、本庁地区こども園整備に関係する保護

者、地域住民等との情報共有を図りながら、事業を着実に推進してまいります。 

 次に、「事業６」こども家庭課所管の「子ども医療費助成事業」です。 

この事業は、子育て家庭への経済的な支援と、小学生、中学生の健康保持、健康の増進を図るために

実施するものです。現在、就学前の乳幼児については、「乳幼児医療費助成事業」を実施しており、３歳

未満の乳幼児については、所得制限なしで、３歳以上就学前の幼児については、所得制限内の場合に、

自己負担額の全額を公費助成しているところです。こども医療費助成事業は、乳幼児医療費助成事業に

加えて、新たに、平成２８年１０月から、小学生及び中学生について、医療費の自己負担額３割の１/

３を公費で助成しようとするものです。 

  平成２８年度の事業費は、７，２９０万円で、平成２８年１０月の事業開始に向け、現在、市民への

周知、医療機関等の関係機関との連携や調整など、円滑な導入を図るための準備を進めております。 

 次に、「事業７」こども家庭課所管の「放課後児童クラブ運営事業」です。 

  この事業は、保護者が就労などにより昼間家庭にいない小学生を対象に、小学校の余裕教室、専用教

室、その他の公共施設において、放課後児童支援員が、遊びを中心とした保育を実施し、適切な遊びと

生活の場の提供により、子どもの健全な育成を図るものです。現在、市直営４０か所５０室、民営１ヶ

所で実施しております。事業実施における懸案事項としては、放課後児童支援員を補助する補助員につ

いて、様々な方法で募集を行っておりますが、特に学校の夏季休業中の確保が十分にできない状況があ

ります。 

  平成２８年度の事業費は、約３億７千万円で、事業の実施に当たっては、山口県が実施する放課後児

童支援員認定資格研修や、本市が実施する各種研修を通じて、放課後児童支援員と補助員の資質の向上

も図ってまいります。 

  放課後児童クラブの入会状況については、次のページのとおりです。表は、平成２８年７月１日現在

の入会児童数と待機児童数を表しております。ここで、表に誤りがありましたので、訂正をお願いしま

す。表の中ごろ熊野について、待機児童が１となっておりますが、正しくはゼロで、合計も９８が９７

となります。申し訳ありませんが、訂正をお願いします。あらためまして、７月１日現在待機児童は、

文関、生野、山の田、角倉、向井、王司、清末、小月、川中西、川棚の１０クラブで、合計９７名発生

している状況です。 

この状況を踏まえ、次に説明いたします「放課後児童クラブの整備事業」を実施しております。 

  「事業８」放課後児童クラブ整備事業は、対象年齢の拡大や、学校の児童数の増加などにより、利用

者数が増加し、待機児童が生じている児童クラブについて、教育委員会や各小学校と協力して、学校内

の余裕教室の確保や、学校敷地内の専用棟の建設を行うことにより、児童の安全性の確保と、健全育成、

安心・安全な保育を図ることを目的とした事業です。 

  平成２８年度は、事業費約１億円で、児童クラブの利用者が増加し、現在暫定的に学校敷地外の廃園

した保育所を利用して実施している川棚児童クラブについて、学校敷地内に専用棟を建設する予定とな

っております。 
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 次に、「事業９」こども保健課所管の「母子保健業務」です。 

  この事業は、母子保健法に基づき、妊婦や乳幼児の健康の増進や異常の早期発見を行うための健康診

査を行い、疾病や発達の遅れ等が疑われる児童について、必要に応じて医療や専門相談につなぐなど、

個々に対応を行います。また、安心して子育てができる体制づくりのため、４ヶ月までの乳児がいる家

庭を全戸訪問し、育児支援を行うとともに、相談事業や健康教育などを行っています。さらに、平成２

７年に、妊娠・子育てサポートセンターを設置し、妊娠期からの切れ目のない支援を開始しており、子

育てしやすいサポート体制を強化しております。具体的には、「妊婦健康診査の公費負担」や「乳幼児健

康診査」、「妊婦出産包括支援事業」として、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行

っており、その他、「乳児家庭全戸訪問事業」「母子保健相談支援事業」「養育支援事業」「幼児発達相談

事業」などを実施しております。 

平成２８年度の事業費は、全体で、約２億６，５００万円で、平成２７年度から、妊娠・子育てサポ

ートセンターの母子保健コーディネーターによる、妊娠期からの切れ目のない支援を開始し、安心して

子育てができるサポート体制を強化しているところです。また、本年１０月からは、産後早期の産婦が

抱える不安などの解消や、心身のケアを目的に、産後ケア事業を新たに実施する予定としております。 

以上、平成２８年度に実施する、こども政策関連の主な事業について、説明をさせていただきまし

た。 

   

○会長 

ありがとうございました。前回の時に皆さんのご意見をいろいろいただいて、よくまとめられている

と思いますけれど、個々の事業について何か質問やご意見等がございましたらお願いします。 

 

○委員 

  ６ページの児童クラブの件ですけれども、前回も話しは出たところですが、現在ちょうど夏休みが始

まりまして、それで児童クラブを活用しながら、特に共稼ぎのところなんかは非常に助かっているとこ

ろであると思われます。今の下関の状況というのは十分わからないですけど、全国的には小１の壁、つ

まり小学校に入ってからどうするのか、というので仕事を辞めざるを得ないという状況が一部生まれて

いる。というのは、保育園は今、なかなか入所できないという現実はありますけれども、かなり長時間

にわたって、あるいはホリデイとか病児とか、いろんな手当てを使って施策をされているところですけ

れども、この学童につきましては、時間もそれほど長くない。例えば首都圏の方だと、かなり押し込ま

れてそれに対応して見ているところが、自治体によってはあると聞いています。 

下関では、入れる状況としては何とかうまくいっているのか、それとも、時間とかでうまく利用する

のがなかなか難しいという状況があるのかどうなのか。それで、例えば豊北町の場合は、角島地区は学

童がありません。ですので、角島地区の人は親がそこまで連れて行って、迎えに行くのかなと思います。

そんなに長距離ではないですが、仕事の関係でそれがうまくいっているのかというのを含めて、どんな

状況なのかというのをお聞かせいただきたいと思います。 

 

○田村こども家庭課長 

こども家庭課です。よろしくお願いします。 

今の児童クラブの状況ということでございますが、今日お配りしております資料の中に、７月１日現

在の待機が出ているところに網掛けで表示をしておりまして、特定の学校において待機者が発生してい
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る状況でございます。市全体でみれば、全体の定員は割っているところでございますが、特定の一部の

学校について待機者が集中している状況です。この状況について、こちらといたしましても、また夏休

みに入ってから、それから入る前もですが、余裕教室の確保について再度、学校に確認をさせていただ

いたところですけれども、学校の方でも今は余裕教室がないということで進まない、それから、共用な

らいい、というお言葉をいただいた学校もあるんですけれども、共用となりますと、使えない日に子ど

もたちがどこに行くか、というところで、そこの場所の確保ができていないという点で、ちょっと行き

詰っているような状況があります。それから、県内の他市でも、やはり山口市等の何市かは待機者が発

生していると聞いております。 

子どもさんを預ける場所がないと、お母さんたちが働けないという現実はあると思いますが、毎日で

なければ、例えば、ファミリーサポートセンターを使っていただいたり、児童館の近くの学校であれば、

児童館を利用していただいたりとか、そういうことをご案内している状況でございます。それで今後、

児童クラブの整備、専用棟の整備を進めていきたいと考えているところです。 

それと、豊北の状況ですが、角島の方から希望がある、ということはちらっと聞こえてきてはいます

が、正式にこちらの方に申し出があるというような状況ではございません。 

 

○委員 

おそらく今、両親が働いていて、保育園をたくさんの方が利用されている。言ってみれば、同じよう

な状況がこれからも出てくるし、まさにこれから児童クラブがどう対応していくかが求められてくる。

だから、児童クラブに入れないことによって離職しなければならない、ということが下関はあるかわか

りませんが、あるのかな、という気もします。 

  それで、この資料では空いているところもあるじゃないですか。いわゆる定員を充足していないとこ

ろ。それは親が「そこでもいいですよ」となれば、そこに連れて行くのは自由にされている、例えば校

区内でないとだめとかそういうのはあるのでしょうか。 

 

○田村こども家庭課長 

  児童クラブの場合、基本的には自分が通っている学校の児童クラブに入るということになっておりま

す。仮に別のクラブに行くとなると、その行き帰りのことをどうするのか、子ども一人で行くという訳

にはいかないと思いますので、そこがこちらとしても悩ましいところです。学校を転校して、空いてい

る学校の児童クラブに入っているという現実は、少しですがあります。 

 

○委員 

  ありがとうございます。今、例えば横浜なんかは、すし詰め状態でかなりの子どもたちが入っている。

そして夜もかなり遅くまで、場合によっては自宅まで連れて行くと聞きます。それでなければなかなか

安全という面からも十分でないと言って。これは大変だなと思いながら、下関はそこまでいかない状況

であって、非常に幸せかなと思いますけれども。以上です。 

 

○委員 

  ９つの事業を見させてもらっていますが、妊娠期から学童期まで幅広い事業が提示されていて、非常

にバランスのいい感じで市も頑張っておられるなと思いますが、いくつかちょっと気づきや質問がある

のでよろしくお願いします。 
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  まず、事業３の地域子育て支援拠点事業ですが、私も今年、市のご理解で山陰と山陽地区に新規のセ

ンターをオープンさせていただきました。こういう地域子育て支援拠点事業をしておりますと、０、１、

２歳のお子さんを持つ親御さんがとても多い。しかも第一子の方が多いです。ですから、子育てのノウ

ハウを全然知らない人が本当にニューフェイスでひっきりなしにやってくるという。恒常的にそこに携

わる保育士は２名でいいということもあって、とてもてんやわんやで、クーラーをがんがんならしても

まだ暑い、そういう芋の子洗い状態でちょうど今の夏休みは展開しているところです。 

うちのようにいつ来ていつ帰ってもいい、朝１０時から３時まで開いているところと、月１のところ

と、それから週３のところと週５のところというふうに、制度の中でいろいろな展開をしている拠点事

業が、この表で言うと拠点の詳細というところですが、いわゆる公立園の併設における直営５か所、私

立園併設による委託事業７か所、この１２か所はおそらく毎日は開いていない。毎日開いているところ

もいくつかはあるでしょうが、開いていないところの方が多いかなと思ったりするんですね。それから

ふくふくこども館は毎日開いているだろうと、それから私立というか当事者間でやっている事業所、任

意の団体がありますけれども、まだ足りないというか。やっていて思うのですが山陽地区は絶対に足り

ない、清末・小月地区からさらに以東、山陽町の方、王喜でしょうか、その辺りは本当に足りていない。

しかも、なかなか遠くまでは遠出することができなくて、と苦情をもらっているところがあります。 

  ０、１、２歳の働いている両親のもとでは認可保育所に入りますし、認定こども園に入る可能性もあ

ると思いますが、働いていないお母さんたちで０、１，２歳の子どもを持っている方たちが、今から取

り残されていく、こういった拠点が充実していなかったらどこに行くのだろう、という不安を、私はや

っていながら感じているところがあります。そういう意味では、市として大枠、いわゆる併設型の拠点、

単独の拠点、それから混合とではどのような構成をお持ちで、事業をここに挙げておられるのかという

のをお聞きしたいと思います。 

  それからもう一点、こういうものを運営していると、人材を探すのに本当に困る。これは現場もいな

いと思います、保育所や幼稚園の現場でも。先ほど田中先生ともお話ししましたが、若者はなかなか離

職率が高くて、経験者は時間制限がすごくあって、勤務、人事の補償をするのが本当に難しいというの

が一般的にあると思います。うちも全くそのとおりで、連携につぐ連携をやっていると、そこにいる親

子の継続的な支援というのが課題になってくるんですね。だから、職員間の申し渡し業務の義務化とか

連携化っていうことがないとできないがこれもなかなか難しい。市の方では、人財養成のプランも出し

ておられましたが、保育所のＩＣＴ化によって事務の軽減化を図ること、そういうことと並行しながら、

いわゆる生の人材はどのようにすくっていくのかという今後の方針をお聞かせ願えたらありがたいと思

います。 

 

○川口こども育成課長 

  こども育成課の川口です。よろしくお願いいたします。 

子育て支援ということですが、公立の方は毎日開いていないという訳ではございませんで、毎日開い

ております。だいたい週５日型で、一部、豊北が違っていたかと思います。ただし、今、大坪の利用者

がすごく多いので、グループを作って、何曜日はこのグループというように、毎日いつでも行けるとい

う状況になっていないところもあります。総合支所管内の方は特に制限らしい制限をしないで開けてい

るところももちろんあり、利用者数の状況によって運営形態を工夫している状況でございます。 

  今後ということですが、今年度は新たにふたつほど委託をさせていただいきましたが、ここは特に保

育園併設型ではなく単独型ということで、新制度が始まりまして、いわゆる保育園併設型でないところ
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というのも、同じ地域子育て支援拠点事業として整理されておりますので、保育園に併設でない場合の

委託というのも割りとしやすくなったのかなと考えております。ですので、今後そういったことも念頭

に置きながら模索していきたいと考えております。 

  それと、保育園の併設型の場合、非常に厳しい状況にあるのは、支援センターをすることによって、

保育園の入園希望者を受け入れるのに制限がかかってしまうという点です。今回、公立は長府第二保育

園の支援センターを閉めさせていただいて、保育園入所の定員を増やす方を取りました。その分、山陽

地区で場所が散らばったような形で、ひとつオープンしていただける運びとなったのは大変よかったな

と思っております。それで、今回２８年度から始めていただいておりますので、その利用状況等数字を

またしっかりと検証しながら、今後どう展開していくのがいいのかについて考えていきたいと思ってお

ります。 

  それから、保育士、保育士に限らず職員の確保ということでしょうか、保育士確保ですとまた後でて

きますので、次の議題の中でお話しさせていただくことがありますので、その時にお話ししたいと思い

ます。以上です。 

 

○会長 

  人材の確保は難しいというのもありますし、多いところと少ないところがあると、じゃあ少ないとこ

ろに子どもを連れて行ったらいいかというと、それも難しいところです。今の話しは、地域子育て支援

拠点の０、１、２歳児の状況と、さらに小学校になってからの学童保育にも言えることです。枠が低学

年だけから高学年にも広がったことで、場所的には変わらないにも関わらず、子どもの数が増えていっ

ている。じゃあそこで見てくれる人がそれだけ確保されているのか。あるいは、一人の方の負担がもの

すごく増えているのではないか。その増えた分だけ、もう途中でやめるわけにないかないけれど、もう

二度とこりごりみたいになって、次につながらないということにならないように、そういうことを見越

して、問題が起きてから手当てをするのではなく、こうやったらこうなるだろうということも含めて動

かないといけないですよね。そのために、この見込みの数とか出されると思いますが、見込みの数が出

ているけど、先に手当てができているかというと、多分それはあまりできていないのでは。 

先日、私もある方から、今まで学童にずっと行ってきたけれど、急激に増えて本当に芋の子を洗うよ

うになって、しかも大きい子たちも来ているのでケンカが絶えない。それで、本当に今おっしゃられた

ように、クーラーをいくら効かせても効かないし、ケンカを止めるのに精いっぱいで、何か問題が起き

てからでは遅すぎるんじゃないか、今の状況をどうしたらいいか分からない、というお話しを聞きまし

た。そういう場所もあり、何か起きてから手当てするのでは遅いので、こうなったらこうするとか、今

の状況をどうやったらいいか、何かないですか。人数がすごく増えてしまって大変なんです、というよ

うなことお聞きになっていませんか。 

 

○田村こども家庭課長 

  施設整備ができていない状態の中で、国が制度を広げてしまったので、そこで「広げられないから今

までどおりです。追加の受け入れはできません」と言うこともなかなかできず、というところもありま

して、今２年目に入っていますが、１年目は何とか申し込みがあった数ほぼ受け入れをしました。ただ、

やっぱりそういった危険なこともありまして、今回、待機を出さざるを得なかったというところがあり

ます。 

  それから、本当に各家庭のご事情も分かるわけですから、何とかしたいという思いはあるんですけれ
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ども、何せその建物を建てるとなっても、予算を取って出来上がるまでに１年以上かかります。それか

ら、今あるものでとなりますと、結局、待機が出ている学校というのは、元々の児童数も増えている学

校ですので、一度に入れるというのはやはり難しい状況です。なので、順次整備してできるだけ早く、

１校、２校ずつにはなりますがそこを何とか解消したいと思って、今年度は川棚にとりかかります。 

それから、山の田小校区に今からマンションができるということで、そこに子どもが集中するのでは

ないか、私どもの方でも情報収集に努めておりまして、突然そういうことが起こるということがままあ

りますので、よく情報収集しながら何とか、職員も本当に毎日１０時すぎまでいろんな入会の問題に対

応したり、今夏休みですので状況を見に行ったり、物を買って届けたりとか、そういうことに追われて

いる状況です。なので、預けたいと思って申込みされた方には本当に申し訳ないと思って、電話でも何

度もお詫びをさせていただいているのですが、整備の方が追い付かないので、やはり今は優先順位の高

い方を、まず年度初めに入れました。それに空いたところは、入れられるところに入れていますが、今

夏休みですので、もう本当にいっぱいという状況です。 

 

○委員 

  とても素朴な質問なのですが、この待機児童は、今年度ということですが、全員１年生なのでしょう

か。 

 

○田村こども家庭課長 

  いえ、最初に入れる時は保育園と同じように点数化して、優先順位の高い者、例えばひとり親家庭で

あれば少し点数が高くなるとかそういうことで入れていますので、１、２年生は、当初に申し込みをさ

れた方はほぼ全員入っています。 

 

○委員 

  その点はとても安心しました。それで、何年生がどのくらい入っているというのはよく分からないで

すが、例えば高学年の子たちを、例えば優先順位を考えると「ごめんなさい、今回これだけ待機がある

ので」と退所をしてもらって、次に必要な方を入れるというようなことは、どうなんでしょうか。 

 

○田村こども家庭課長 

  一度入所した方について、もういっぱいになったので小さいお子さんを、というのは、そのお母さん

もお仕事などがあって預けられたので、途中でご破算みたいにすることはちょっと難しいのかなと思い

ます。 

 

○会長 

  そうですね。行政は場所を用意した、それから人材の研修をしてくださっても、現場で利用される方

たちがいろいろな事情があって、その利用者たちが全部おんぶに抱っこ、昔だったら５年生６年生が夏

休みはリーダーシップをとって小さい子の面倒を見たり、あるいは近所の家で遊んでいて、もう帰りな

さいとか言われたり、そういう場があったんですけど、今やそれは育っていないわけです。育ってない

から全部おんぶに抱っこで、次々にいろんなものを作っては決まりを作って、そこに子どもを連れて行

けばそれでオーケーなんだという考えだけではやっていけなくなるんじゃないかなと。次々に手当てし

ても手当てしても問題事はいろんなところから出てくる。やはり、ここにいらっしゃる子育て中のお母
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さんお父さん方たちも、あるいは地域の方たちも、どうやったら、行政だけに頼るのではなくて、預け

たら預けっぱなしというのではなくて、全部がつながっていくことを何かアイデアを出し、やっていけ

るようになったら、本当に子ども・子育てがいい街だなとなると思いますが。いかがですか 。 

 

○委員 

  正直なところ、子育て支援拠点がどこにあるのかもよく分からない感じで、ふくふくこども館には何

度か子どもを連れて行ったことがあるくらいで、他のところには行ったことがありません。今、お話し

があったように、確かに時代としては行政だけに頼るだけではないと。やはり地域共助が、ライフスタ

イルの変化とかあって転勤をする人も増えたし、そういう背景もあって、向こう三軒両隣の時代ではな

くなっている。プライバシーの問題もあり、隣で何が起こっているのか分からない。それって、子ども

の育て方にも影響が出てきますし、「何かあれば公助に頼る」みたいな感じになっていると思います。

ただ、公共予算にも限りがある中で、市の方々が一生懸命これだけのことを考えてくださっている。そ

れでも待機が生まれてきて、場所もなくすぐ取りかかれない中で、やはり親として、行政がこれだけの

ことをやってくれていることを知らなかったし、伝わってきてなかった。そういうこともふまえて、例

えば民間保育園だとか児童クラブも含めて、行政と親とでどういったことが他にできるかを考えていか

ないといけない時代じゃないかと思います。新しいものができてくれば、昔のよかったことも復活でき

るかもしれないし、それが自然とキャリア教育になっていくということも考えられるかなと思います。 

  私は地元が吉見ですが、吉見では今いろいろな動きがあって、子ども、高齢者といった縦割りでなく

誰でも自然に利用できるような場所を、地域貢献の中で、地元企業家たちがお金を出し合って運営しよ

うとしています。その中で駄菓子屋みたいなものもできたらいいなと。昔は駄菓子屋でおじいちゃんお

ばあちゃん、おじちゃんおばちゃんから怒られたりしながら、順番を守ること等のマナーとか、お小遣

いの使い方とか考えていたと思います。そういうのがキャリア教育になっていたり、子どもは子どもだ

けで、というよりもっと広い受け皿的なものが地域の中にあって、お金も行政に頼るだけでなく地域の

企業も巻き込んで出し合うような拠点なんかがぽつぽつできると、おもしろくなっていくだろうし、子

どもも自由にそこで見ることができるのかなと思っています。なかなかうまく走っているわけではない

のですが、子育て世代や高齢者に優しい街づくり、行政が取り組んでいる事業だけですべての世代に対

するセーフティネットは難しいのかなと。 

親としても学ぶ場が欲しいというか、こういった情報がなかなかもらえないというふうに感じます。

なので、この場に来ると、いろいろ学ぶことができるのでありがたいなと私自身は思うのですが、情報

発信を、もう少し届くような場があれば、親たちももっと考えられるのではないかなと思います。 

 

○会長 

  ありがとうございました。現在子育てをしている人とか、あるいは子育てが終わった人、おじいちゃ

んおばあちゃん、いろんな年代が、子どもというものを未来の宝と思って育てていかないとだめですよ

ね。ここにいる方々みなさん老後心配ですよね。ですから、自分のことだと思って、次々に若い世代を

応援し、最後は子どもを応援すると。役所は、国や県からああしろこうしろと言われてその度に数字を

出さないといけないと思いますが、一人一人の子どもを数字化できるものではないですよね。Ａ君とＢ

君がケンカをする。それはその子その子が全部違う育ち方をしてきたからその場があるのですから、そ

の根本のところも考えながら、特に役所の方々は情報発信ができる方たちなので、何かいい方法があれ

ばと思います。 



平成２８年度第１回下関市子ども・子育て審議会 会議録 

 

 

  
12 

 

  

 

○佐伯こども未来部長 

  いろいろご意見いただいて、地域全体で子どもをみていこうという動きもあるということですが、ま

ず児童クラブについて一言申し上げたいのは、下関市においては確かに、基本的には直営で、市がそれ

ぞれの学校の敷地の中で児童クラブを運営している形態をとっています。これは、児童クラブ制度の当

初からこの形をとっています。ただ、下関市以外では、ＰＴＡがそこの児童クラブを運営しているケー

ス、あるいは、地域のグループの方々が運営するケースもあり、決して行政が運営しなければならない

ものではございません。それで、先ほどおっしゃったように、地域でそういう機運が高まっているとい

うのは非常にうれしく思っております。 

  まさに下関市全体でやろうとしております地域内分権、市内の１７地区でまちづくり協議会を立ち上

げているところですが、そういったところに対して、市の助成が入っていって例えば児童クラブのよう

なことをやってみようか、という機運が生まれるのも非常に大切なことでないかと思っています。 

  そもそもこうやって待機が出てきていることは早く解消しなければいけないのですが、先ほど課長が

申しあげたように、施設整備というのは一朝一夕にできるものではないと。今、待機が出ている学校と

いうのは、今後も児童が増える見込みがある学校なんですね。特に王司、清末なんかは学級も足りなく

なるということで、児童クラブで貸していただいているスペースも渡さないといけないという、行政内

部での摺合せもあります。ですから、見方を変えて敷地内という概念を取り払って、もう少し違う場所

でやってもらう方策をとるとか。 

市内でも一か所やらせていただいているのが菊川の豊東小学校です。ここは学校の敷地がなく教室も

ないということで、検討したところ、ちょっと学校から離れた地域の共生施設で、「中村さん家」とい

う事業をご存知の方もいらっしゃるかもしれませんが、民家を借りてお年寄りの方を見るという地区社

協が行っている事業です。たまたまそこの敷地の中に民家の納屋があって、そこを改修して児童クラブ

として利用する方策もとっております。ですから、我々も既成概念にとらわれずにできるだけ保護者の

皆さんのご要望に応えたいと思いますが、地域の中でもいろいろ検討していただけたらといいのかなと、

意見を聞いて思ったところでございます。そういった自由な発想も必要なのかなと思います。 

  それと、なかなかこういった情報が出てこないということでしたが、これにつきましても、今までは

市のホームページがあるから見てくれとか、「ちゃいるど」のような冊子を見てくれとか、情報がある

からそこに見においでというスタイルで行政は対応してきたかと思います。今、国の交付金で採択され

そうなので申し上げているのですが、これからはそういった情報を必要とされる方に対し、スマホのア

プリを利用し、その地区の子育ての情報が欲しいと登録した方に対して、その情報が届くというような

システムを導入していきたいと思っております。そういったところから少しでも、必要な方のところに

必要な情報が届くかたちに変えていきたいなと思っております。この秋くらいから着手できる予定です

ので、その際にはまたお知らせしたいと思います。 

 

○会長 

  ありがとうございました。それこそ母子手帳をもらわれるときに、そういう情報を全部出して、どう

ですかって最初に聞くと、若いお父さんお母さん方はすごく喜んで、じゃあお願いしますとなるかもし

れませんね。既存のお父さんお母さんには別のやり方を考えなければいけませんが。 

 

○佐伯こども未来部長 
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  基本、そういった方向で構築したいと思っております。 

 

○委員 

  いくつか聞きたいことがありますので質問させてください。 

  まず、保育園の待機児童についてです。入園状況の待機児童数について、本当にこんなに少ないのか

ちょっと疑問です。結構耳にしていて、毎月電話がかかってくるというのを周りからも聞いたりするの

に、この人数だったら、その人とその人とその人で終わりじゃないか、となってしまうので。国基準待

機というのがどういう基準なのか分かりませんが、実際にはもっといるのではないかというのが気にな

って、お聞きしたいと思いました。 

  それと、児童クラブですが、私の子どもは今、角倉小の児童クラブに通っていて今日も行っています。

毎日楽しく通っていて、先生方が毎日いろんなメニューを組み込んでくださり、飽きることがないよう

に、水遊びをしたり市の講座を入れてくださったりして、毎日休みたくないと言うくらい楽しんで行っ

ています。それで、角倉小は待機が２人と書いてあるのですが、夏休みに実際に入れなかった人っても

っといるのではないかと思っています。これも、２人だと私の友達２人で終わってしまいます。夏休み

に入れなくて何度も断られたという話しを、学校の友達でたくさん耳にしていますので。これは７月１

日現在の普通の学期の途中の待機の人数でしょうか。夏休みに入れなかった方はどのくらいいるのかと

いうのが知りたいです。みなさんどうされているのかなと。待機がいない他の学校にお母さんが連れて

行っているのか、それとも家で見ておられるのか。その子どもたちは夏休みを一体どうやって過ごして

いるのだろう、って。うちの子は入れているからいいんですけれど、他の働かれているお母さんは、現

状としてすごく困って仕事を辞められた方とかいるのかなとか、その辺りが気になったので教えてくだ

さい。 

 

○川口こども育成課長 

  まず保育園の待機のことについてです。これは、７月現在で、いわゆる国基準待機はまだ少ない数字

になっています。これは年度末に向かってだんだん増えていくものです。それで、国基準がどういうも

のなのかというご質問ですが、ざっくりとご説明すれば、みなさんどこの園を希望するというのが当然

あるかと思いますが、希望の園では無理だけれど、３０分以内で空きのある園が他にあれば、国待機と

してカウントしないと。その３０分というのがその方の移動手段ですが、大抵の方が車を使われますの

で、車ということであれば結構な広さで動くことができます。それと、中には転園を希望される方がい

らっしゃいますが、その方々も、どこかの園には入っていますので待機からは除きます。 

  それで、７月に国基準待機以外でどのくらいの待機がいるかということであれば、３５名、どこの園

というこだわりがなければ入れる方というのが３５名くらいいらっしゃると把握しております。それに、

これプラス転園希望の方も十数名いらっしゃる状況です。 

  昨年度の２８年３月時点では、国基準待機自体が８３名まで増えております。今年度どうなるかは今

のところは分かりませんが、少なくとも７月に入ってこの数名の待機が出てきているという状況です。

８月は、速報的に分かっているのはやはり７月より少し増えてはいますけれども、年度末に向かってこ

れがどのくらい伸びるかというのは、２６年度までと数字が全く変わってきていますので、想定するこ

とがなかなか難しいところです。 

  

○田村こども家庭課長 
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  では、放課後児童クラブの待機についてですが、これは７月１日と最新の状況を持ってきていますの

で、待機の人数はこれとお答えするしかないのですが、児童クラブの場合、夏休みの申し込みというの

が別枠というか、要は、空きがあれば夏休みのみ入るということができます。夏休みはお休みします、

という方もいらっしゃいます。それで、夏休みお休みして減った数の分ほど、夏休みに入る人が出てく

る、と大まかにいうとそういう状況になっているので、今、角倉の児童クラブの待機が２名となってい

ますが、休んだ方が多ければ次に入れる方も多いわけで、入れ替わりという格好になっているので、細

かい数字は今持っていませんが、保育園のようにずっと毎日続けて休みなく行くという形ではなく、夏

休み期間はずっと行かないという子どもがいるという状況があります。 

 

○委員 

  たくさんいるのですか。 

 

○田村こども家庭課長 

  学校、というかクラブによりますね。 

 

○委員 

  現場の声を言ってもよろしいでしょうか。私は養治児童クラブに勤務しており、旧市内なので定員を

満たしていません。平日というか、通常在籍人数もこの定員よりは少ないです。それにプラスして夏休

みの子は定員まで入る訳です。そういうところが、旧市内は名池と王江と養治はそうです。各学年が一

クラスしかありませんので。ところが文関ですが、資料にあるように待機が１２名ということです。夏

休みのみの入会があるということで、普段はそういうお母さん方は子どもが帰ってくるまでの時間のお

仕事にされているか、新制度になってから、１５時以降に保護者が家にいないという申込み条件が付い

たので、１５時までに帰ってくる保護者というのは通常入会ができないんですよね。ただ、私が現場で

思うことは、通常の時は、保護者は子どものことを考えて１５時までの仕事にするか、待たせても３０

分とか１時間とか家で待てるから児童クラブに預けない。しかし夏休みになると、朝から仕事をされて

いるわけなので、現場から言っていいか分かりませんが、先ほど課長がおっしゃられた「空いている分

だけ入れる」。例えば、休会、おじいちゃんおばあちゃんの家に行かれるから、という場合がある。そ

の数だけを、１５時まで働いている保護者の子どもを入れること自体が、無理があるのではないかと思

っています。それで、文関がやはり待機があったので、それこそ市にお願いしたいことは、前はしてい

たので、夏休みの間だけでも、例えば文関の夏休みに入りたい子が、職場がこちら方面とかで、他クラ

ブにいくのは原則送り迎えが必要なので、送り迎えをしてでも他クラブに入れたいという方がいらっし

ゃったら、指導員としては、お母さんは困っていらっしゃるので、働けないわけですよね。それか朝か

ら３時まで家においておくわけですよね。行き場所のない子どもたちを出すということ自体を早急に考

えていただいて、先ほど課長がおっしゃったように、行き帰りに何かあったらどうするかということも

あるかもしれませんが、中村さん家というのは多分、学校から中村さん家まで子どもたちだけで行って

いるわけですよね。どのくらいあるのか分かりませんが、夏休みのみの、原則送り迎えする形にして、

空いている他の児童クラブに行かせていただく方法を、来年度から入れていただきたい。そうなれば、

もっと保護者も市に対して、考えてくれているなと、子どもに対して優しい市だなと思ってくれるので

はないかと現場としては思っています。本当に働けない親がいると思うので、現場としては、受け入れ

られるクラブは受け入れたい。外で野放し状態になる子どもを一人でも減らしたい。やはり、保護者が
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安心して働けるという市になったらいいなと思っております。 

  あと、夏休みですが、うちでも４名入るのでいつもより在籍人数が増えるわけです。毎年課題として、

ここにもあがっていますが、夏休みの指導員の数が、朝から夕方まで子どもがいるにもかかわらず、普

段の指導員の数よりも少ない数でやっていかないといけない大変さがあります。市の方も分かってくだ

さっていると思いますが、毎年足りないまま取り組んでいる。何か大変な問題が起きるんじゃないか、

現場の状況はそういうピリピリしながら仕事をしていて、なおかつ、朝から夜まで預かるということは、

子ども同士衝突することが多くなるわけです。だから、その辺りを早急に、夏休みの指導員の人材の確

保をしていただくことは、子どもにとっても指導員にとってもいいなと思います。よろしくお願いしま

す。 

 

○田村こども家庭課長 

  その点はこちらも重々承知しておりまして、夏休みに入る１か月以上前から、広告や市のホームペー

ジで募集をします。それから市内の各大学にも連絡をいたしまして、学生の方、例えば教員を目指して

いる方たちにも、市内の大学には全部、声をかけさせていただいております。けれども、応募は本当に

わずかです。本当に人材がいない現状です。それと、子どもは預けたいという親の思い。その狭間で、

毎日私たちは右を向き左を向き、どうしましょうかという本当に申し訳ない状況なのですが、少しでも、

という気持ちは皆持っていて一生懸命やっております。すぐには解消できない問題ではありますが、な

んとかお許しをいただけたらと思っております。 

 

○委員 

  夏休み期間のみだけでも、校区外というのを検討していただけるといいかなと思います。 

 

○田村こども家庭課長 

  指導員の皆さんのご意見もお伺いしていきたいと思います。 

 

○会長 

  いいですよね。こんなふうにみなさんが子どものことを含めて考えていくというのは。そして、急に

は変えられなくても、そのことを少しずつでも変える方向に官民一緒になってやっていくしかないです

よね。 

 

○委員 

  放課後児童クラブの、特に夏期休暇中の指導員募集について各大学に声をかけているという件につい

て、大学側から補足をひとつさせていただかなければいけない点があります。実は短大はまだ前期授業

中で、８月１０日まで試験がずっとあります。前期に１５回授業をしなければなりませんので、なかな

か時間もなく夏休みにお手伝いができない状況であると分かっていただけたらと思います。ただし、こ

れはもうちょっと大きな目で見て、インターンシップであるとか社会教育という目で大学の人材を今後

もっと有効に使う、市と一緒にやっていくというのは大切なことだと思いますので、そういった意味で

も、学校にも持ち帰って考えてみたいと思いました。それがひとつめです。 

  それから、全然話しは違いますけれども、私がひとつ気になってお聞きしたいのが、事業４、発達支

援機能強化事業の件でございます。非常に期待をしておるところですが、その反面、懸案事項として、
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障害児医療を専門とした医師の確保が懸案であると考えていらっしゃることについて、また、財源のこ

とは書いてありますが、これは具体的にはどういったことをされるのか、受診と療育と書かれています

が、もうちょっと説明していただけたらと思います。 

  もうひとつ、この発達支援機能強化事業に鑑みまして、事業９の母子保健業務の中に幼児発達相談推

進事業等とあることも含めまして、例えば定期健診で発達障害だとか何か分かった場合に、事業同士で

連携を考えておられるかということもご説明いただきたく思いまして、よろしくお願いいたします。 

 

○川口こども育成課長 

  ではまず、発達支援機能強化事業についてでございます。これは、発達障害等が見受けられた場合に、

療育等を早いうちから受けること、つまり早期療育が非常に大事であると言われていますので、市の方

ではこども発達センターを中心に、療育に関して発達支援というものを実施しているわけですが、その

時に、親御さんの最初の入り口として、そういうことを受けるためには実際医師の診断が必要ですが、

この医師の診断をもらうまでに非常に時間がかかっておりました。予約をして数か月待ちしなければな

らないとか。それまでに、親の方も気持ちが萎えてしまうというか、診断を受けることを進められてそ

の気になったものの、予約をしてからだいぶ待たないといけないとか、その点が懸念事項で、こちらも

何とかしないといけないと思っておりまして、この度、２７年５月から診療開始していただいたところ

です。たまたま発達障害等を専門にされる先生がいらっしゃいまして、発達センターの中に診療所を作

っていただきまして、それを専門に診ていただくということです。つまり、この発達障害というのは、

どの小児科の先生にも診断できるわけではないので、やはり専門の先生でないとなかなか診断書等も書

いていただけないと。そこで、先生にご協力いただけるということで、発達センターの敷地の中にその

専門の診療所を作って医師を配置して、そこでそういう障害の疑いがあると思われる方の診療をして、

診断していただいています。そしてその後、実際の療育につないでいくようにしています。そこに対し

て市といたしましては、市の直営ではございませんので、運営費について補助をさせていただいている

ということです。 

  それで、今はその専門の先生の確保ができておりますが、今後将来的に、必ず今の先生の次にもつな

がっていくかというところが懸念であるということです。今、診ていただいている先生については、今

のところ続けていただけるだろうと思っておりますが、それも永遠ではないので、その都度いいタイミ

ングで新しい先生に来ていただけるかどうかという点は、難しいところがあるかもしれないと考えてい

るところです。 

 

○野坂こども保健課主幹 

  続きましてこども保健課です。野坂です、よろしくお願いします。 

  事業９の説明ですが、幼児発達相談推進事業について、もう少し詳しく事業についてご説明したいと

思います。要は、小さいお子さんの健診、１歳半健診から３歳児健診までやっておりますが、その健診

の中で、発達について何かあるなというお子さんに対して、乳幼児発達支援学級とか療育相談会とか専

門の先生を交えての相談会を開催したり、ちょっと気になるお子さんがいたら、教室で一緒に集団で遊

ばせてみたりとかいう教室を開いているものが幼児発達相談推進事業です。 

また、５歳児発達相談会というものもやっておりまして、こちらは市内すべての公立・私立の保育園、

幼稚園、こども園の年中さんに対して、親御さんに何か気になることはありませんかとアンケートをと

ってその結果や、普段日常を見ている園の先生の、この子はちょっと診てもらった方がいい思うお子さ
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んを、専門の心理士等が診てどちらかにつなごうという、就学するまでに発見してつないでいくという

のがこちらの事業です。つないだ後というのは、先ほどありました発達センターの先生に診ていただい

たり、あるいは市内の専門の医師の方に診ていただいたり、ということです。 

私どもがやっている事業はあくまでもつなぐという役目でございます。つなぐということは、本来な

らつないだ後も見るべきであり、こども未来部としてこの辺りを、出産から子育てまでつないで見守っ

ていこうとしておりますので、今後そういった連携の体制につきましては検討しているところです。 

  ５歳児の相談会については、年中児でやっておりますが、小学校に入るときに、小学校の先生にも見

ていただいていれば、入学の際の体制を、そういった児童が入ってきたらどのようにしようと学校側も

把握することができますので、５歳児相談会は、教育委員会とこども未来部と一緒になって行っている

事業であることを補足しておきます。 

 

○委員 

  ご丁寧にありがとうございました。継続的に一人の子どもをどのように市がみていくかとか、行政が

どのように管理していくかということが全国的に非常に問題になっているため、下関市さんがどういう

ふうにやっていらっしゃるのか知りたかったので、大変丁寧に説明していただきましてありがとうござ

いました。 

本当に大変なことだと思いますし、特に、母親がまず一歩を踏み出すこと、例えば発達障害という診

断を受けるのがやはり怖いとか、どうしたらいいのだろう、という不安がとてもネックになっていて、

現場も現状を受け入れて対応するのが大変と私も聞いておりましたので、母子保健業務を中心としてそ

のような事業を連携して活動していただければありがたいと思います。 

 

○会長 

  ありがとうございました。いろいろご意見とか提言も含めてたくさんお話しいただけました。 

 それでは次の議題に行きたいと思います。事務局から資料２の説明をお願いします。 

 

○事務局（藤野主査） 

  それでは資料２「保育士等配置要件弾力化の取扱いについて」ご説明いたします。 

２月の審議会において、国が、喫緊の課題となっている保育士不足の解消に向けて、待機児童が解消

し、受け皿拡大が一段落するまでの、当分の間の特例として、保育士の配置基準の一部について、弾力

的な運用を可能とする基準改正を行おうとしていることにつきまして、委員の皆様から、大変貴重なご

意見を多数いただきました。ありがとうございました。その後、保育連盟、公立園長会からもご意見・

要望をいただいたところです。 

  ２月の審議会では、改正については、山口県と調整して、慎重に検討する予定と申しあげましたが、

山口県は県の都合により６月に基準改正をされました。山口県内では、山口県と下関市の足並みをそろ

えたいということも当初ありましたが、下関市は下関市として独自に、この特例の取扱いについて、検

討させていただいたところです。 

  本日は、おさらいになる部分もありますが、４月１日に施行されました国の改正と運用通知の内容、

それから、６月２８日に施行されました県の運用通知の内容について、保育所を中心に、要点を説明さ

せていただいたうえで、下関市としての方向性について、お話したいと思います。 

  まず、資料の１ページ、この度の要件緩和に関連する省令、条例などを表にしております。中核市で
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ある下関市は、保育所の基準条例と、認定こども園のうち幼保連携型認定こども園の基準条例を定めて

おります。そして、中核市に限らず、市町村が定めることとなっている家庭的保育事業等の基準条例も

定めておりますが、一番下の欄、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園、幼稚園型、保育所型、

地方裁量型の基準は県条例で定められているところです。 

  次のページ、ここから、今回の改正の内容について、国・県の運用通知の内容も、要点をご紹介しな

がら、説明させていただきます。 

まず、①朝夕等の児童が少数となる時間帯における保育士配置にかかる特例についてです。資料の２

ページにありますように、「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３３条第２項には、「保育士の

数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６人につき１人以

上、満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね２０人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね３０

人につき１人以上とする。ただし、１保育所につき２人を下ることはできない。」とあり、保育所におい

ては、保育士を２名以上配置することが省令上求められているところですが、今回の特例は、この２名

を下ることができないとされている、ただし書きを適用しないことができる、とされるものです。そし

て、この場合であっても、児童の人数に応じて必要となる保育士の数が１名となる、朝夕等の児童が少

数となる時間帯について、保育士１名に加えて、都道府県知事、中核市は中核市の市長が保育士と同等

の知識と経験を有すると認める者を置かなければならないとされております。 

この県知事が認める者の要件が、２ページの運用通知内容にあり、山口県は、次の要件をすべて満た

す者とされています。ア 当該保育所で勤務した期間または、保育所等で保育業務、ここでいう保育業

務とは、資格を持たないものが行う保育補助、保育支援のこと、とのことですが、その期間が、常勤で

１年相当ある者。イ 子育て支援員研修のうち地域保育コースの「地域型保育」の分類を修了した者ま

たは家庭的保育者。ウ 保育の質の確保のために施設が独自にとりくむ、保育士に代える者に対する研

修の計画が示されている者。これら、全てを満たす者が、保育士に代わり保育に従事できるものとされ

ています。３ページ目に「幼保連携型認定こども園」の改正内容と、運用通知を掲載しておりますが、

保育教諭についても、保育所と同等の基準緩和をしているところです。 

次に、４ページ目、②幼稚園教諭、小学校教諭、養護教諭の活用に係る特例についてです。 

  基準第３３条第２項に規定する保育士の数の算定については、幼稚園教諭、小学校教諭、養護教諭を

保育士とみなすことができるものです。運用通知には、国は、幼稚園教諭は３歳以上児、小学校教諭は

５歳児を中心的に保育することが望ましいとされているところ、県は、原則、幼稚園教諭は３歳以上児、

小学校教諭は５歳児の保育に従事するものとするとされているところです。次のページに、幼保連携型

認定こども園については、小学校教諭、養護教諭について、保育教諭などに代えて置くことができると

されています。 

次に、③保育所における保育の実施に当たり必要となる保育士配置に係る特例についてです。 

保育所を１日につき８時間を超えて開所していることなどにより、認可の際に必要となる保育士に加

えて保育士を確保しなければならない場合にあっては、追加的に確保しなければならない保育士の数の

範囲内で、県知事が保育士と同等の知識及び経験を有すると認める者を、保育士とみなすことができる

とするものです。県の運用通知では、県知事が認める者は、先ほど説明した要件すべてを満たす者と同

様で、さらに、その認める者は、３年以内に保育士資格の取得を促していくこととされています。次の

ページ、６ページ目、幼保連携型認定こども園においても、ほぼ同様の内容となっております。 

７ページ目、④番目、前に説明いたしました②及び③の特例を適用する場合における職員配置につい

て、は、特例が適用される場合の保育士資格を有する者の割合を、必要となる保育士の数の３分の２以
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上置かなければならないとするものです。 

  県においては、保育士とみなす者の数が必要保育士の３分の１を超えない範囲で、知事が認める員数

としております。この知事が認める員数は、適用開始から概ね１年間は原則１人とし、その後県と協議

の上、保育の質の確保に支障がないと認められる場合に限り、段階的に増やしていくことができるもの

とされています。 

  ９ページ⑤番目の、実施に係る留意事項については、山口県は独自に、特例の適用を希望する施設は、

あらかじめ市町を通じて県に協議することとされています。市町は希望施設の特例適用に係る意見書を

付して、県に進達することになります。さらに、今回の特例の適用期間ですが、国は「待機児童が解消

し、受け皿拡大が一段落するまでの当分の間」とされていますが、山口県は「各施設の特例の適用期間

は３年間」とされています。 

  そして、９ページの下段に、国・県ともこの特例実施にかかる留意事項として、国は、「保育士確保に

向けた取組の一層の強化」について、あくまでも保育所等における保育は、生涯にわたる人間形成の基

礎を培うものであり、専門的知識と技術を有する保育士が行うことが原則である。そのため、各特例の

実施にあたっては、保育士が専門的な業務に専念できるように、業務の見直しを行うことと、保育士の

確保対策の一層の強化に取り組むこと」とされているところです。また、県は、「保育士の処遇改善」に

ついて、国と同様「保育所における保育は、生涯にわたる人間形成の基礎を培うものであり、専門的知

識と技術を有する保育士が行うことが原則である。」とした上で、特例実施にあたっては、業務の見直し

と施設に勤務する保育士の処遇改善に積極的に取り組むこと。」とされているところです。 

以上、今回の特例について、その概要と、国、山口県の運用内容を、説明させていただきました。 

  １２ページには、２月の審議会において皆様からいただきましたご意見を掲載させていただいており

ます。３月には、公立園長会から要望が提出され、その内容は、（１）朝夕は、日中よりさらに配慮が必

要な時間帯であるため、要件緩和は事故につながる恐れがある。（２）幼稚園教諭及び小学校教諭等の活

用については、保育士と近接する職種が加わることは効果がありとされつつも、条件や制約は必要、な

どの意見が出されております。 

さらに、６月には、保育連盟から書面でご意見をいただきました。保育連盟のご意見は、（１）保育士

配置要件の緩和は基本的には容易にすべきではない。（２）保育士の処遇改善が最優先。（３）「子育て支

援員」の内容と役割を明確に。（４）子育て支援員から保育士への流れを創ってほしい。（５）保護者・

利用者の意見を大切にしてほしい、という内容のご意見をいただきました。 

今回の特例を適用するか否か、改正する時期については、厚生労働省より、各自治体が地域の実情を

踏まえて、総合的に判断することとされております。本市では、審議会の皆様、保育連盟、公立園長会

のご意見を参考にさせていただきながら、下関市における待機児童の状況や今後の見込み、保育士不足

の状況などを、総合的に検討させていただいたところです。 

  検討のポイントは、保育士不足による待機児童の発生がどの程度あるのか、ということにあると思い

ます。本市の待機児童の状況は、本年４月１日時点はゼロでしたが、７月時点で６名発生しております。

そのうち、保育士不足による待機児童は３名あり、この３名はすべて公立園希望の待機児童で、私立園

の保育士不足による待機児童はゼロとなっております。 

これまでの待機児童の実績と傾向をお話しますと、待機児童は、年度内でも年度の後半ほど増加する

傾向があります。平成２６年度末の待機児童は、４０名発生しており、そのうち、待機理由が保育士不

足によるものは、９名でした。この９名は公立の園の希望者で、私立園の保育士不足によるものはゼロ

という状況でした。 
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平成２７年度末は、待機児童が８３名と、２６年度に比べ大幅に増えております。これは、平成２７

年度に新制度が始まり、今まで潜在的にあった保育ニーズが顕在化したためと考えております。この待

機児童８３名のうち、保育士不足によるものは、５０名あり、うち、私立園の保育士不足によるものは

２３名という状況でした。ただし、この待機理由については、保育士不足と整理している中にも、施設

面積そのものが容量オーバーで受け入れられないというケースも含んでおりましたので、純粋な保育士

不足による待機はもう少し減るものと考えられます。ちなみに、平成２７年度末に待機児童となってい

たお子様は、４月には全員入所することができております。本市に、「保育士不足は全くない」と言い切

ることはできない状況ではありますが、保育士の確保に関しては、各園にご尽力いただいているところ

です。 

  資料２の最後のページ、１４ページにありますように、本市においても、保育士確保に関する取組と

して、先ほど事業説明でご紹介させていただきましたが、保育士の業務負担の軽減を図るための「業務

効率化推進事業」の実施や、保育士確保のため、未就業保育士、いわゆる潜在保育士への呼びかけ、指

定保育士養成施設や公立保育所ＯＢへの呼びかけなどを行っており、また、山口県福祉人材センターや

ハローワークの活用、就職フェアを保育連盟と共催で開催するなど、様々な方法で保育士の確保に努め

ております。さらに、保育士などの処遇については、これは全国レベルの内容ですが、国の施策として

実施されており、徐々に改善の方向で動いているという状況で、これも、保育士の確保の一助になるも

のと期待しているところです。 

  このように、施設、市、関係機関等が協力して保育士の確保に努めることで、今後の保育士不足によ

る待機児童の発生を抑えることができるもの、と考えているところです。 

以上、保育士不足による待機児童の状況、対応策、それから、皆様からいただきましたご意見を総合

的に判断させていただき、今回の特例に関して、こども未来部としては「適用しない」という方向で、

最終的な「下関市としての意思決定」の手続きをとっているところです。ただし、今後、保育士不足が

顕著となり、待機児童が大幅に増えるなど、状況が変化した場合には、再度協議の上、適用の可否を判

断したいと考えております。 

また、冒頭で、県が基準条例を定めるものとして、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園、幼

稚園型、保育所型、地域裁量型があると説明いたしました。下関市には、現在幼稚園型認定こども園が

４園あり、基準は県条例が適用されることになります。この度の特例について、山口県は条例を改正さ

れたことにより、本市に所在する、幼稚園型認定こども園については、適用できることになりますが、

先ほど説明させていただきましたとおり、県は特例の適用に当たっては、市町の意見を聴くとされてい

ることから、本市の幼稚園型認定こども園についても、原則保育所などと同じ取扱いにすることで、各

園にご理解いただく方向で考えております。 

以上、現時点では、下関市としての最終決定に至っておりませんが、特例の取扱いについて、下関市

の方向性を、説明させていただきました。以上です。 

 

○会長 

  ありがとうございました。国、県、市それぞれの条例等のあり方が少しずつ違っていて、それはそれ

ぞれに合ったように変えている、と。下関は先日の審議会の際の皆さんのご意見プラス各団体のご意見

を入れてくださっての判断ということです。何かご意見がございますか、あるいはご質問等。ないよう

でしたら、この内容をよく読んでいただき、考えていただいて、よりよい方向で保育の質が、また保育

士を養成される大学のよい教育や子供を育てる家庭も含めて、少しでもそれが行われるといいと思いま
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す。 

 

○委員 

  すみません、感想ですが、下関市としては要件緩和の条例は作らない方向で決定されたということで。 

保育連盟も、この件につきまして５月に各園にアンケートをとりました。そして各園の状況、このこ

とについての意見を聴取しました。それで、今、市の説明を聞き、非常に勇気ある決断であると感じま

した。 

というのが、これは国が定めた法律の中で動いていて、都道府県で条例を作っていき、下関は中核市

ですから自分のところで条例を作ることとなります。本来は国に従うべきですから、条例を作る前提で

我々も考えておりました。その中で、どのようにして各園の意見を集約して出していくか、というのに

非常に頭を悩ませたところです。そして我々は、国が示すのであるから当然そうなっていくのだろうと

いう前提の中で考えた結果、ここに書いてある保育連盟の意見、子育て支援員の役割を明確に、とか、

保育士への流れを創っていただきたい等が出てきたわけですが、下関市はここの審議会の意見、それか

ら各団体の意見をくみ取っていただいて決断されたということで、非常にありがたく思っております。 

  それから、保育士不足というのは、確かに保育士不足でありまして、保育園やこども園では待機児童

の問題もありますが、下関に限って言えば面積が広いということもあると思いますが、とりわけ途中か

らの入所については、当然働き方は様々ですので、途中から働くという方もいらっしゃるし、出産して

これから仕事に就こうという方もいらっしゃる。保育所は児童福祉施設ですから、我々もそれに対応し

ていくという使命もあると思います。ところが、なかなか途中からの採用という方はいらっしゃらない。

ですから、連盟は市と一緒にあらかじめ就職フェアというのをやっていますが、それで人材をたくさん

抱えていればいいのですが、じゃあその分の費用負担は誰がするのか制度として難しいということもあ

ります。なので、この問題を考えるときに、ひとつは制度としてというものがあると思いますし、それ

から、保育士さんになりたいという人たちを養成している養成校の問題もあると思いますし、今度は仕

事に就いてから我々がどう人を育てていくかという面で、できるだけ離職をしないようにフォローして

いくといういろいろな問題、それと併せて、下関市保育連盟では保育士の処遇改善もしっかり手当てし

ていただきたいということもお願いしておるところです。その辺りも全部含めて、これから本気になっ

てやっていかないと、やはり保育現場は難しいです。今回、こういった問題が出てきて、じゃあ保育の

専門性はどこにあるのですか、と言ったときに、一日の仕事の中で保育士でなければできない仕事とそ

うでもない仕事というのが当然ありますが、そうでもない仕事については、そういった手当てをしてい

ただきいろんな方に入っていただいてお手伝いいただく、と。まあその分だけどこかで負担していただ

かなければならない点もあり、そういったことも全部含めてこれからしっかり考えていかなければなら

ないので、保育連盟としてはここに挙げているような要望を出しました。 

  最終的には、５番目にありますように、保育園やこども園を利用される保護者の方が安心して預ける

ことができるように。そして、子どもの成長にとって、今や保育園やこども園は最後の砦みたいなとこ

ろがあります。核家族化が非常に進んでいて、従来は家庭で育っていたものがなかなか育ちにくい社会

環境もありますので、子どもたちに必要なことをしっかり身につけ、将来立派な大人になっていただき

たいということ。だから、幼児期に必要なことを身につけていくという点で、我々の役割も非常に大き

なものでありますので、しっかりやっていかなければならないというところです。改めてお礼と言いま

すか、すごい決断をしていただいたなと思います。ありがとうございました。 
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○委員 

  今、おっしゃっていましたが、この会議において、最後のページに公立園長会あるいは保育連盟さん

のご意見も併記されているというところが、これからのこの会議がどんな方向性になっていくというか、

市のスタンスが見えたようで、私すごく嬉しくて一言申し上げたいと思います。 

  私は今、大学の方は終わりまして今は家にいるんですが、下関は実に人的資源が豊かなところだなと

思うところがあります。しかしながら、それをいわゆるマネジメントしてつないでいく機関というのが

なかなかなくて、ある意味、一人で孤軍奮闘している方がたくさんいる。それをもっと集めた形で、例

えば下関の子育てについてはこの審議会で提案して何か作り上げていくというふうな、市をサポートす

る団体として、この審議会の位置づけや未来像も考えてみると、すごくいい試みになるんじゃないかと

思いました。そういう意味では、ここにいろんな団体の意見を列記されたことが、今後の指針になるか

と思います。ありがとうございました。 

 

○会長 

  私も、審議会というのは、「はい、やりました」というのではなく、ここにいるそれぞれの立場から

ご意見が出ること、そしてそれを受け止めて、返してくださること、これがあっての審議会じゃないか

なと思います。市の方もいろんな部署の方々が来ていらっしゃいますし、縦割りではなくて横につなが

っていくということの実践を、ここでしていると思います。今回のこれは本当に、前回の最後に皆がわ

ーっと言って終わりましたけど、きちんとご配慮していただき、考えていただき、ありがたかったと思

います。 

  では、閉会にしたいと思いますが、閉会の前に事務局から次の審議会の開催などについてお願いしま

す。 

 

○事務局（丹嶋補佐） 

  それでは、今後の審議会の予定を事務局から説明させていただきます。特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の平成２９年度の定員について、及び、幼保連携型認定こども園の認可申請があった場

合にご意見を伺うため、来年１月後半から２月前半に開催を予定しております。またその折にはご連絡

させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 

○会長 

  ありがとうございました。それではこれで、本日の子ども・子育て審議会を終了いたします。 

 

 

 


